
報　　　　告　　　　書 

 

　令和６年５月14日から15日、令和７年度国の農業施策及び予算に関する中央要請

を実施したので、その概要を次のとおり報告します。 

 

  　令和６年６月４日 

 

  農政委員長　　清　水　拓　也　　様　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　農 政 委 員 長　　清　水　拓　也 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　農政副委員長　　浅　野　貴　博 

 

 

１　中央要請経過の概要 

　５月14日から15日、水戸部部長ほか農政部職員から令和７年度国の農業施策及 

び予算に関する提案・要望に関する説明の聴取を行った後、農林水産省及び北

海道選出国会議員に要請を行った。 

 

２　要　請　先 

  ○農林水産省 

  ○北海道選出国会議員 

 

３　要請の内容 

○　令和７年度国の農業施策及び予算に関する主な要請事項 

　Ⅰ　食料安全保障の確保 

　（１）食料安全保障の確保に向けた施策 

　　　・北海道農業の実情を反映した新たな「基本計画」の策定 

　　　・食料システムにおける合理的な価格形成の仕組みづくり 

　（２）農業の生産力・競争力強化のための生産基盤の維持・強化 

　　　・農業農村整備の当初予算をはじめ必要な予算総額の確保 

　　　・産地生産基盤パワーアップ事業や畜産クラスター事業等の中長期的な継

　　　　続と必要な予算の確保 

　（３）輸入依存穀物や自給飼料の生産・利用拡大 

　　　・輸入依存穀物の生産拡大を図るための取組の推進 

　　　・自給飼料の生産性向上及び利用拡大を図るための取組の推進 

　（４）農畜産物の輸出拡大への支援強化 

　　　・農畜産物の輸出促進に向けた環境の整備 

　（５）農畜産物の生産性向上 

　　　・需要に応じた米生産と作付転換や水田の畑地化の推進 

　　　・稲、麦類及び大豆の種子の安定生産の推進 

　　　・畑作物の安定生産に向けた施策の推進 



　　　・野菜産地の振興に向けた施策の推進 

　　　・果樹産地の振興に向けた施策の推進 

　　　・醸造用ぶどうの苗木確保に向けた支援 

　　　・酪農・乳業を支える乳牛改良の推進 

　　　・肉用牛生産基盤の維持・強化 

　　　・原油・飼料・肥料価格等の高騰による影響への支援 

　　　・農業生産資材の安定供給への支援 

　　　・研究開発に対する支援対策の強化 

　　　・牛乳乳製品の需要拡大と競争力強化 

　（６）食料等の供給能力向上 

　　　・効率的かつ安定的な物流ネットワークの強化 

　　　・農産物の生産・流通の効率化・合理化 

　（７）国民理解の醸成 

　　　・遺伝子組換え技術及びゲノム編集技術に関する適切な施策の推進 

　　　・外食・中食における原料原産地情報の提供の更なる促進 

　（８）新たな国際環境や今後の国際交渉への対応 

　　　・国際貿易交渉の影響検証の継続と万全な対策の推進 

　Ⅱ　環境と調和のとれた食料システムの確立 

　　　・環境負荷軽減に向けた取組への支援 

　　　・有機農業の拡大に向けた取組への支援 

　　　・カーボン・クレジットの創出と普及に向けた取組への支援 

 　Ⅲ　農業の持続的な発展

 　（１）多様な担い手等の育成・確保

 　　　・新規就農者に対する支援対策の充実・強化

 　　　・担い手の経営発展に向けた施策の推進

 　　　・農業経営の法人化や円滑な経営継承等に資する支援の充実

 　　　・雇用人材の確保と農福連携等の推進

 　　　・農業経営者教育機関の支援の充実

 　　　・協同農業普及事業の拡充・強化

 　　　・営農支援組織の育成・強化

 　　　・新たな農地施策の円滑な推進

 　　　・地籍調査事業の促進

 　　　・アイヌ農林漁業対策の推進

 　（２）農業経営の安定及び強化

 　　　・経営所得安定対策等の充実・強化

 　　　・酪農・畜産における経営安定対策等の推進

 　　　・農業制度金融の充実・強化

 　　　・農業保険制度の充実

 　（３）スマート農業の推進、農業技術の開発・普及

 　　　・スマート農業技術の社会実装の加速化に向けた支援の拡充

 　　　・国際水準ＧＡＰの取組拡大に向けた支援施策の推進



 　　　・花き産業や花きの文化の振興に向けた施策の推進

 　　　・薬用作物の栽培技術の確立に向けた産地の取組への支援の充実

 　（４）食料・農業のリスクへの対応

 　　　・家畜伝染病等の侵入・まん延防止対策の強化

 　　　・海外悪性伝染病等に関する防疫対策等の強化

 　　　・牛肉の安全・安心の確保

 　　　・ジャガイモシロシストセンチュウのまん延防止に向けた施策の推進

 　Ⅳ　農村の振興

 　　　・日本型直接支払に係る予算の確保と地方負担の軽減

 　　　・「農泊」の推進

 　　　・地域における農山漁村発イノベーションの推進に向けた支援の充実

 　　　・地域における食育や食品ロス削減の推進に向けた支援施策の充実

　　　・鳥獣被害防止対策の推進


